












Radioactive material contamination measures for nuclear disasters and their application 
to Japan: The views of survivors from Japan and overseas 
 







第 1 章では，食品内の放射性物質から子供を守る安全対策に関する分析を実施した。 






















進する者としない者の割合はどちらも 3 割であり，6 割が木質バイオマス発電を推進した。


























































第 9 章では，汚染水問題と周辺漁業へもたらす影響を統計的に分析した。 




















第 11 章では，Washington 州を事例として，Hanford Site の浄化とまちづくりに関して
統計的に分析してきた。 
放射性物質の影響を受けると思っている人は，Hanford Site 周辺の農産物は買わないが，









第 12 章では，震災から 10 年を迎えた福島の復興と再生に関して，被災者支援や住まい
とまちの復興，産業・生業の再生など，復興と再生に関して統計的に分析してきた。 
福島県民が今後も実施してほしい被災者支援は，高齢者の孤立の防止が最も多かった。ま
た，今後も企業活動の再開と継続を支援するために必要な取組は，営農を再開することや風
評被害を払拭すること等，農林水産業を総合的に支援するべきだという意見が最も多かっ
た。風評被害対策に関して，福島県民が満足できる対策は，テレビやラジオ，インターネッ
ト，SNS 等のメディアをミックスした情報発信が最も多かった。ただし，住まいとまちの
復興や住まいとまちの復興，環境再生に向けた取組，福島の復興・再生に関する国や県の取
組，復興予算の使われ方に関して，評価できないという福島県民も多い。今後は，高齢者の
孤立の防止や心身のケアなど，「心の復興」にも焦点を当てた対策が望まれる。 
最後に，原子力災害被災地の復興に関して，福島では，原発事故被災者の社会保障条件や
情報提供の改善が求められ，Chernobyl 被災地では，研究資源と資金を集約して科学的支援
を継続すること等が求められた。 
